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月 日、世界人権デーに合わせて 「白12 10 、

山市パートナーシップ宣誓制度」がスタート

しました。

性的少数者の方をはじめ、様々な事情によ

り婚姻の届け出ができないカップルが、お互

いが人生のパートナーであることを宣誓し、

市が「パートナーシップ宣誓書受領証」等を

交付する制度です。

この制度でのパートナーシップとは、お互

いを人生のパートナーとして、日常生活にお

いて、責任を持って相互に協力し合うことを

約束した二人の関係をいいます （白山市のホ。

ームページから）法的な効力はありませんが、

多様性を認める社会への第一歩になるのではないでしょうか。

２０２１年１２月議会報告

白山市役所横で、新型コロナウイルス感染症対策とし

て、マスクをしての街宣です。マスクにもずいぶん慣

れてきました。

（質問）3回目のワクチン接種について、

近くに民間医療機関がない白山ろく地域に

おいては、6月同様、送迎をしては。

→（健康福祉部長）利用しやすい接種環境

6を提供することは非常に大切と考えるが、

月 の 送 迎

バ ス の 運

行 実 績 で

は 便あた1
り 人0 .23
と 低 調 な

利 用 に と

ど ま っ て

お り 、 考

え て は い

ない。

世界中で流行しているオミクロン株。

（質問）ワクチン予約をする際、送迎につ

いての相談に応じることはできないか。

→（健康福祉部長）検討課題とさせていた

だきたい。

（質問）学校で消毒などのコロナ対策を実

施するために全小中学校に配置されている

スクールサポートスタッフを来年も継続し

て配置しては。

→（教育長）文部科学省の 年度予算2022
の概算要求に、スクールサポートスタッフ

配置事業が盛り込まれていることから、市

として来年度も引き続き全校配置していき

たい。

（ ） 。質問 4月当初から先行配置すべきでは

（ ） 。→ 教育長 そのように対応していきたい

月～ 月にかけて、新型コロナウイルスの感染状況は落ち着いて11 12
いましたが、オミクロン株の出現などで、予断を許しません。しっ

かりとした対策の継続が必要です
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（質問）労働施策総合推進法が昨年6月に

改正され、ハラスメント防止についてより

具体的な指針が示された。大企業では、義

務化され、来年4月から中小企業にも義務

化されると聞いている。本市の対応は。

→（総務部長）昨年 月 日に白山市ハラ6 1
スメント防止に関する方針を制定した。セ

クハラやパワハラなどの職場における各種

ハラスメントの内容を示し、その防止策と

ハラスメントが生じた場合の対応において

配慮すべき事項を定め、相談窓口とその対

応について示しており、昨年全職員に周知

した。

→（教育長）市教委においても、白山市ハ

ラスメント防止に関する方針に従い、全職

。 、員に周知した 県費負担教職員については

さらに任命権者である石川県教育委員会職

場におけるハラスメント防止について周知

し対応している。

（質問）ハラスメントを受けているとの相

談を受けることがある、一度市で、ハラス

メントの実態調査を行っては。

→（総務部長）現在のところ実態調査の実

施までは考えていない。全職員に対する研

修を行い、改めて相談窓口を周知したい。

→（教育長）市教委としても実態調査の実

施までは考えていない。

（質問）相談窓口に相談しづらいとも考え

られるので、行政として民間の手本となる

よう実態調査を行っては。

→（総務部長）相談はある。今後も親身に

なって対応していきたい。

職場でのハラスメントの例

→（教育長）相談は数件きている。今後も

丁寧に対応したい。

（質問）法律改正について、民間の事業者

や市民へ更なる啓発を。

→（総務部長）国や県、経済団体などとも

連携し、事業者や市民に対して今年 月11
に策定した白山市人権教育・啓発に関する

行動計画に基づき、パワハラ、セクハラ、

マタニティハラスメントなどを含む人権問

題について更なる周知啓発したい。

（質問）誰もが認知症になるリスクを抱え

る中、患者や家族が孤立せず、支え合える

まちづくりを目指す認知症条例を制定する

自治体が全国的に増えている。認知症条例

を新設しては。

→（健康福祉部長）本市では、地域包括支

援センターや認知症高齢者グループホーム

などに広く相談窓口を設けている。また、

認知症カフェを各地域で定期的に開催して

おり、認知症の人を地域で支えるまちづく

りの一助としている。また、現在策定を進

「 」 、めている 健康づくり推進条例 において

健康寿命の延伸や心の健康づくりにも取り

組む旨を盛り込んでおり、条例の新設は考

えていない。

（質問）健康づくり推進条例の中に地域と

の関わりは盛り込まれるか。

→（健康福祉部長）市の責務のほか、市民

事業者医療関係者とのそれぞれの役割を明

確にすることが書かれており、対応できる

と考えている。

（質問）成年後見制度について、国は各自

治体に中核機関を設置するよう求めてい

る。本市にも中核機関を設置しては。

→（市長）国は、中核機関を成年後見制度

の周知啓発を図るとともに、権利擁護の必

要な人を発見し、適切な支援につなげる地

域連携ネットワークの中心となる機関と位

置づけている。市では、福祉総合調整室に

ワーキングチームを立ち上げ、議論を開始

した。今後に向けてアンケート調査や、聞

き取り調査を行ったところであり、市の現

状や課題について整理している。
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今後、関係機関と協議を行い、課題の整

理とその機能や設置形態について検討して

いきたい。

（質問）設置目標の時期はあるか。

→（健康福祉部長）市の現状や課題の整理

をしているが、業務などが複雑である。設

置時期は決まっていない。一つ一つ課題を

解決しながら、設置に向けて取り組んでい

きたい。

ハラスメント被害に合われた人は、相談窓口に相談はしづらいもの

です。ハラスメント撲滅に向けて、実態調査を行うなど、民間の手

本になるような取り組みを今後も求めていきます。

（質問）22年4月から成人年齢が引き下げ

られ、18歳から保護者の承諾なしに、借金

や高額な買い物ができるようになり、消費

者トラブルが懸念される。国の地方消費者

行政強化交付金を活用して大学生や高校３

年生向けに啓発事業を。

→（市民生活部長）これまで、地方消費者

DVD行政強化交付金を活用し 中学校へは、

などの消費者教育教材を、二十歳の成人に

はパンフレットを配布するなど啓発を行っ

てきた。来年度は、若者に注意喚起を図る

ための啓発物を作成し、 なども活YouTube
用しながら、大学生や高校３年生にも関心

を持っていただけるよう啓発を行っていき

たい。

（質問）高校や大学に出向いて、直接啓発

できないか。

→（市民生活部長）学校現場や教育委員会

と相談しながら対応したい。

（質問）親善友好都市の藤枝市では、プラ

スチック製品を使わないように、A4プラス

チックファイルにかわり、紙ファイルを作

成して配布している。本市でもA4紙ファイ

ルの使用を推進しては。

（ ）→ 市長

年 月21 3
に ゼ ロ カ

ー ボ ン シ

テ ィ 宣 言

をした。脱炭素社会への実現に向けて、プ

ラスティックの削減や再資源化は、重要な

テーマ。藤枝市にお聞きすると、使用感や

耐久性などは、プラスティック製と遜色が

ないということであり、本市でも市民への

脱炭素への意識づけのため、導入について

環境省のプラスチック削減のロゴ

検討したい。

（質問）プラスティック製品を使わないよ

うな啓発を。

→（市長）プラスチックの再資源化技術が

向上し、再資源化率が高まることが期待さ

れるが、現在は途中段階。そこで、なるべ

くプラスチックを使わないことが今後の目

標となる。市民、事業者などできる限り多

くの方の協力を得て、紙やバイオプラスチ

ックなどの素材を代用品として使う取り組

みを進めていきたい。

（質問）市内の過疎地域では、人がいなく

なり、そこにあった文化も消えてゆきつつ

あります。消えゆく文化を残すことは、文

化創成都市宣言をしている本市にとっても

大切ではないか。仮称「伝統文化歴史博物

館」を整備し、各地域で消えようとしてい

る文化を整理・保存し、そして観光に生か

しては。

→（観光文化スポーツ部長）それぞれの地

域において、永い歴史の中で培われてきた

文化を保存、活用していくことは極めて重

要。一方、過疎地域を中心に、文化の消滅

が課題であると認識している。

鶴来ふるさと歴史研究会や松任郷土研究

会、美川歴史研究会が伝承文化の記録する

活動を行っており、その活動に対し、文化

振興事業補助金などで支援を行っていきた

い。

伝統文化歴史博物館の整備については、

地域文化に関する調査活動の方法の検討が

必要。その後、調査結果を踏まえながら観

光面の活用も含めてその保存の在り方につ

いて研究していきたい。

（質問）吉野谷の旧村役場の活用を。
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→（観光文化スポーツ部長）既存施設の有

効活用を考えると、旧吉野谷庁舎も一つの

選択肢。農具や民具をたくさんご寄付いた

だいて、今収蔵しているところ。ただ、整

備すること、調査すること、展示すること

など専門的な見地が必要。また、広い市域

であり、一口に調査といっても方法論から

考えなくてはならない。また、コーディネ

ートする人材も必要で、まずは調査をどう

するか、から取り組みたい。

（質問）博物館の学芸員の問題もある。し

っかりと人を配置して取り組む必要がある

のではないか。

→（観光文化スポーツ部長）いろいろな文

化を大切し、まずは 年後の国民文化祭を2
生かして、ムードを高めていきたい。

気候変動問題は世界の課題となっています。ゼロカーボンシティー

宣言をした本市です。プラスチック削減や再生可能エネルギーの活

用は重要な取り組みになります。

（質問）市内保育園では保育士が確保でき

ないと聞く。保育士確保は保育の質の担保

するためには大切。大分県佐伯市では、市

内の私立保育園や私立認定こども園、障害

児通所サービス提供事業所などの内定者と

公立保育所で臨時職員として採用される方

に支援金として50万円を貸し付ける制度を

運用している。市内に住んでいて3年間勤

務すれば返還を免除となり、4年間で24人

の方が利用し

大変好評と聞

いている。本

市で同様の制

度を新設しては。

→（健康福祉部長）市内各保育園はもとよ

り、公立保育所においても保育士の確保に

ついては苦慮している。支援金の貸付制度

については、石川県社会福祉協議会に、潜

40在保育士再就職準備金制度があり 最高、

万円まで借り受けできる。また、県内の保

育所等で週 時間以上 年間保育士とし20 2
5て働いた場合 返還が免除されるもので、 、

年間で本市で 人の方が利用している。31
今後ともこの制度の周知徹底に努めていき

たい。

（質問）市独自の施策が必要では。

保育士不足は深刻です。

→（健康福祉部長）現在は、県内の保育士

養成課程のある大学や短大に直接職員が出

向いて募集をかけている。地道な活動を継

続していき、保育士の確保に努めたい。

（質問）小中学校で、教員が長期休業する

、 、 、場合 配置しているが 講師が見つからず

欠員が生じている学校が2校あると聞いて

いる。欠員が生じた学校については、授業

以外での軽減を。

→（教育長）産休や病休などにより、教員

に代わる講師がなかなか見つからず、県教

委より配置されない現状がある。配置され

ない学校の子どもたちのことを考えます

と、今後も強く県教委に対して講師配置を

要望するとともに、市教委においても講師

を探していきたい。講師が配置されない間

の軽減策については、授業が滞ることのな

、 、いよう 校内の会議や仕事の精選等の工夫

研修会への参加の免除、各種報告書の簡素

化など、学校の状況に応じて対応していき

たい。

（質問）なぜ、講師がいないのか。

→（教育長）教員への魅力がもっと増して

いくことが大切と考えている。講師が魅力

ある職場として、学校現場を選んでいただ

けるよう望んでいる。

未来の社会を担う子どもたちのためにも、働く保護者の皆さんのた

めにも、保育も教育も大切な仕事です。その仕事を選ぶ人が増える

よう、様々な施策をこれからも求めていきます。

※市政へのご意見、ご要望をお寄せください。 ：２７５－０１７９TEL
： ：２７５－０９２４e-mail toshiya6537@yahoo.co.jp FAX


